
令和４年度の一般会計と特別会計の決算が、１０月定例議会で
認定されました。

〇主な事業の内容

組合費負担金：１４億１７６万８,０００円

業務システム負担金：６,１１６万７,０００円

〇総務費（前年比：２億２,０９０万５０３円増）

広域ネット負担金：５,４３１万３,０００円

〇民生費（前年比：８,１６３万８,３５１円の減）

〇使用料及び手数料

〇消防費（前年比：１億２,３０６万３,１５０円増）

〇財産収入（前年比：４１８万４,７５６円増）

〇公債費（前年比：３９６万２４０円増）

〇組合債

〇分担金及び負担金
（前年比：１億８,８７３万６,２１４円増）

決算報告令和４年度

●一般会計

総 務 費

借り入れた地方債の元金、利子償還金

歳入の９０.９％が峡南５町からの負担金によります。性質別
の内訳は以下のとおりです。

組合議員の報酬のほか、議会運営にかかる経費

峡南広域行政組合事務局総務課、厚生支援
課、庁舎建設準備室、情報センターの運営に
かかる総務費等の経費・業務費

消防本部の運営及び消防施設整備にかかる経費

公 債 費

消 防 費

議 会 費

令和元年度に購入した水槽付ポンプ車の元金の償還が始
まったため、増額となりました。

昨年度より大幅に増加した要因は、官公庁オークションを活
用し、消防車両（救助工作車、はしご自動車、ポンプ車）３
台の売却をおこなったことによるものです。

市町村振興協会より借り入れた、新庁舎建設事業（測量・地
盤調査）、高規格救急車整備事業の費用です。

職員人件費や一般的な事業運営費、介護認定業務関連費
用等

町のパソコン端末のリース料、修理や保全にかかる保守料、
システム使用料等

各町のネットワークをつなぐ広域ネットの運営費

収入の９６％は危険物関係申請手数料によります。

主な増額要因は、情報センター特別会計から支出していた
事業について、一部を一般会計へ支出科目を移動させたこ
とによります。また、新庁舎建設に伴い庁舎準備整備費を新
設しました。

慈生園養護部門の閉鎖により、減額となりました。

主な増額の要因は、南アルプス市消防本部とのはしご車の
共同購入に係る負担金、高規格救急車、消防ポンプ自動
車の購入によるものです。

分担金及び負担金

1,517,248,000円

（90.97%）

歳入合計

16億6,784万2,287円

58,533,000円

（3.51％）

繰入金

繰越金

33,436,321円

（2.00％）

組合債

42,100,000円

（2.52％）

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄付金

諸収入

675,700円

0円

0円

4,211,807円

0円

11,6370459円

総務費

417,097,297円

（25.52％）

歳出合計

16億3,410万7,135円

消防費

1,125,725,453円

（68.89％）

議会費 900,660円（0.06％）

諸支出金

予備費 0円

公債費

45,864,725円

（2.81％）

44,519,000円

（2.72％）



●情報センター特別会計

●介護保険特別会計

〇事業の詳細

●峡南ふるさと市町村圏特別会計

事業費の内訳及び詳細

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

計 （ 前 年 比 ）

総 務 費

事 業 費

諸 支 出 金

計 （ 前 年 比 ）

0
4,762,431
2,374,000
116,577

36

0.00%
65.66%
32.73%
1.61%
0.00%

7,253,044

53,257
4,022,354
2,587,000

0.80%
60.37%
38.83%

29,296,435

8,640,212

88.12%
71.88%

8.42%

15.21%

4.49%

11.88%
0.00%

138,407,158

16,214,673

0.00%
0.00%
19.08%
1.31%
0.06%

220,910,154

民 生 費

諸 支 出 金

予 備 費

計 （ 前 年 比 ）

事
業
の
内
訳

施設総務費

施設入所運営費

施設入所処遇費

通所介護運営費

歳 入 歳 出
繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

0
38,593,157
3,296,972

総 務 費 41,511,5390.00%
92.13%
7.87%

100%
内
訳

基幹業務システム
運 営 費 41,511,539 100%

計 （ 前 年 比 ）

この特別会計は、基幹業務システムの運営を峡南５町及び山中湖村の６町村の共同事業とし、山梨県市町村総合事務組合を
事業主体として行っているものです。
歳入は山梨県市町村総合事務組合から基幹業務システム運営費として支払われています。また、その全てを基幹業務システ
ムにかかる人件費等として支出しています。

歳 入 歳 出
介 護 保 険 収 入

介護保険事業収入

県 補 助 金

77.32%
1.15%
1.08%

192,558,478

41,890,129 計 （ 前 年 比 ） 41,511,539 (-21,474,355)(-24,392,737)

財 産 収 入

寄 付 金

170,814,892
2,532,900
2,396,340

840
0

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

計 （ 前 年 比 ）

42,158,000
2,885,114
122,068

218,524,478（+4,773,448）

歳 入 歳 出

（+5,272,886）

25,966,000
0

特別養護老人ホームの施設管理にかかる経費

各事業運営にかかる人件費等の経費

〇介護保険収入、介護保険事業収入
国民健康保険団体連合会等から支払われる保険収入と介
護サービス利用者が支払う一部負担金が収入の７８．４％を
占めています。

〇県補助金
令和４年度は新型コロナウイルス感染症の流行に関連した
補助金を２件申請し、どちらも交付されたため、大幅な増額
となっています。 デイサービス事業にかかる経費

特別養護老人ホームの入所者の生活にか
かる経費

施設総務費

施設入所運営費

通所介護運営費

施設入所処遇費

6,662,611 （-475,796）（-1,940）

体系的な基盤づくり事業 1,296,444

内 訳

創発的な産業圏づくり事業 2,725,910 67.77%
32.23%

決 算 額 主 な 使 い み ち

観光PR事業費

組合ネットワーク関連経費


